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改善・取組

みの背景と

課題 

昨今、働き方改革、健康経営の機運が高まっている中で、各企業はそれぞれの取り組みを行

っている。しかし、現場によって、課題、ニーズが異なり、トップダウン型の一律な取り組みでは、成

果が生まれにくいのが問題なっている。今回、産業保健スタッフが、実際に現場に出向き、管理

職会議に出席した際に、管理職（部長クラス）から、「業績に貢献し、社内、社外からも称賛を

受けている部門なのに、メンバーは疲弊をし、職場の雰囲気も悪くなっている。経営層からも課題

にされている」状況であり、経営層、管理職も頭を悩ませていた。実際、ストレスチェックの高スト

レス者の割合、組織診断結果ともに、芳しくなく、メンタル不調による療養者も数人出ている状

況であった。メンバーが心身ともに健康で、経営に貢献できる職場にするためには、上記のような

状況を改善し、いきいきとした職場風土を形成していく必要があった。 

 

 

 

 

 

 改善・取組

みの着眼点 

 ストレスチェックの結果（高ストレス者率、組織診断結果）、管理職からのヒアリング等から以下

の点に着眼し、アプローチを行うこととした。 

① メンバーのメンタル不調予防、プレゼンティーズム改善のためのコンディション作り 

② メンバーと産業保健スタッフとの繋がりの強化 

③ メンバーのワーク・エンゲイジメントの上昇 

④ メンバー間のコミュニケーションの改善 

以上の①～④を達成するため、職場、産業保健スタッフ、外部専門家が連携し、個人、組織

的にアプローチを行った。そのことにより、メンタル不調の予防に加え、メンバーのパフォーマンスの向

上、組織開発による職場の組織活性化につなげ、生産性向上、イノベーションの創出ができる

職場作りを行った。また、産業保健の視点に加え、経営学の視点も入れて、アプローチを行うこと

が重要であり、筆者の経営学修士取得時の指導教員であり、ともに研究活動をおこなう某大学

経営学教授に、外部専門家としてチームに加わることを依頼し、承諾を得た。 

 

 

 

 

改善・取組

みの概要 

【Introduction】 Appreciative Inquiry（AI）による組織開発活動（3 か月間） 

本格的な活動を始める前に、外部専門家に依頼し、メンバー参加型の活動を行い、効果を実

感することで、以下の活動への理解と積極的な参加を促す事を狙いとした。 

【本格的な活動（1 年間）】 

1. メンバー参加型の定期的なワークショップ（年 4 回） 

2. 産業医による定期的な講話（年 3 回） 

プレゼンティーズム改善、パフォーマンス向上のための講話を実施 

3. 保健師によるフォロー面談 

4. 保健師による定期的な職場訪問 

5. 管理職（またはメンバー）と産業保健スタッフとの定例ミーティング 

現状把握と課題の共有、計画の立案 

 

 

 

 

 



写真・図表・ 

イラスト 

 

効  果 
 

上記効果に加えて、同事例が、企業理念の体現を目的とした職場での取り組みを評価する全

社グローバル大会でゴールド賞を獲得（7000 事例中の 13 事例）し、経営層から高評価を得

た。職場主導型の職場環境改善、組織開発の社内評価を上げるとともに、産業保健スタッフの

活躍のアピールにも繋がる事例となった。この事は、同様の活動を産業保健スタッフが参画し、全

社的に行っていく上で、大きな追い風になった。 

この GPS の

経験から学

ぶことができ

るポイント 

産業保健スタッフの活動は、現場であり、自室で待つのではなく、現場に赴き、管理職、メンバ

ーに自分たちの活動をアピールし、コミュニケーションを積極的に行うことが重要である。そこから、

信頼関係、職場からのニーズが生まれ、今回の事例のような効果が出るのである。今回の活動

については、管理職のフォローはもちろん、職場のメンバーに参加を促す事に苦労した。そのため

に、保健師がメンバーの声に耳を傾け、メンバーが参画できるように、支援することが必要である。

また、このような活動に、ネガティブな感情を持ち、メンタル不調になるメンバーも出てくるため、2

次予防の観点で、管理職と連携し、ケアしていく High risk approach も重要である。あくまでも

主役は職場のメンバーであり、産業保健スタッフはメンバーが“継続的”に活動していくために“支

援”していくという姿勢が重要であり、将来的には、職場が自律し、活動できるようにしていく事を

目指すべきである。 

メンタルヘルスの予防を含め、従業員が本来の能力を発揮し、組織の生産性に寄与するために

は、個人、組織両方の視点でアプローチをしていくことが重要である。 
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